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先端設備等導入計画に係る固定試案税特例 

 令和５年度税制改正では中小企業の設備投資支

援として、市区町村の認定を受けた「先端設備等

導入計画」に基づいて本年４月から令和７年３月

までに取得した対象設備の固定資産税を最大５年

間、１／３に軽減する新たな特例措置が創設され

ました。 

◆固定資産税の軽減措置のポイント 

◎対象者……中小企業者が計画期間(３～５年間)

において、労働生産性【(営業利益＋人件費＋減価

償却費)/労働投入量】を直近の事業年度末比で年

平均３％以上向上させるために必要な先端設備等

を導入する計画(先端設備等導入計画)を策定し、

市区町村の認定を受ける場合が対象となります。

なお、計画について事前に認定経営革新等支援機

関の確認を受ける必要があります。 

◎対象設備……投資利益率【(営業利益率＋減価償

却費)の増加額/設備投資額】が年平均５％以上と

なることが見込まれることについて、認定経営革

新等支援機関の認定を受けた投資計画に記載された

①機械装置(１６０万円以上)、➁測定工具及び検査

工具(３０万円以上)、➂器具備品(３０万円以上)、

④建物附属設備(６０万円以上)です。ただし、市区

町村によって対象設備が異なる場合があります。 

◎軽減措置……対象設備に係る固定資産税の課税標

準を３年間、１／２に軽減します。また、賃上げ方

針(国内雇用者に対する給与等の総額を計画申請日を

含む事業年度の直前の事業年度と比較して１.５％以

上増加)を計画内に位置付けて従業員に表明した場

合、①令和６年３月までに取得した設備は５年間、

１／３に軽減、➁令和６年４月～７年３月までに取

得した設備は４年間、１／３に軽減します。 

知 っ て お き た い 印 紙 税 の 基 礎 知 識 

 印紙税は、領収書や契約書などの印紙税法に規定

された課税文書(１～２０号)に対して課せられ、原

則、作成した課税文書に所定の額面の収入印紙を貼

り付け、印章又は署名で消印することによって納付

します(紙文書の現物を交付した場合が対象のため、

メール等で発行した文書には不要)。 

 また、１号文書(不動産売買契約書等)、２号文書

(工事請負契約書等)、１７号文書(領収書等)は、消

費税額を除いた金額を記載金額として取扱いしま

す。 

 なお、印紙を貼り忘れた場合は、納付すべき印紙

税額の３倍の過怠税が課せられます(自主的に申し

出た場合は１.１倍)。 

キャッシュレス決済比率は３６％に 

 政府は、民間最終消費支出におけるキャッシュレス決済(クレジット・デビット・電子マネー・コード決

済)の比率を令和７年までに４割程度とすることを目指しています。 

 経産省によると令和４年のキャッシュレス決済比率は、前年比３.５ポイント増の３６.０％(ＣＬ決済額

１１１兆円/民間最終消費支出３０８.５兆円)となり、決済額は初の１００兆円超えとなりました。 

 なお、クレジットカードによる決済額が９３.８兆円と決済額全体の約８５％を占めています。 
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